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設立 1971年

趣旨・目的 障害者差別をはじめとしたあらゆる差別や社会的排除をなくし

誰もが共生・共働できる地域社会をつくろう！

運営 会員制による共同運営 正会員 約300名

法人組織 社会福祉法人共生福祉会(1987年設立)

特定非営利活動法人わっぱの会(2004年設立)

わっぱ企業組合(１９９０年設立・休眠中)

他に 一般社団法人等

規模 事業数 33事業 事業高 15億円
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<現行> 1990年代半ばから現在2020年に至るまで

わっぱの会

共働事業所 就労援助 生活援助 共同生活体

8 4 8 14

わっぱの会

各事業部門

共働事業所 共働事業所 就労援助 生活援助 生活援助 地域部門 地域部門 総務・経理
(食品・製造・販売) (リサイクル) (相談) (介助) (知多) (ソーネ)

8 4 5 8 2 4 7

ソーネ居住支援 生活共同体 みんなのわ
(サブリース住宅) 14 ソーネホール
一時・短期的住まい
(わっぱの家・くらサポ

スティ)

(各事業所) ※数字は、事業所数

<これから> 2021年～

※数字は、各事業所数 重複あり



5



6



7



8

1. 一般就労の中での障害者－雇用関係あり

2. 福祉的就労の中の障害者

(1) 障害者就労継続支援A型事業―雇用関係あり

(2) 障害者就労継続支援B型事業―雇用関係なし

3. 1と2(1)の形態―労働者協同組合への転換可

2(2)の形態―障害者は組合員にできない。

職員だけの労働者協同組合

⇒労働者協同組合がB型事業を運営する。

障害者はB型事業の利用者

※雇用を前提とする労働者協同組合法
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1. 2006年まで

・社会福祉法人－国事業 授産事業

・任意団体―自治体事業 小規模作業所

・NPO法人―1998年から増え始める

2. 2006年障害者自立支援法以降 法人格が必要

・非営利法人 社会福祉法人・NPO法人・一般社団法人

・営利法人 株式会社 飛躍的に増大
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1. これまでの法人形態

・組織としての問題 理事長－理事会

社長－取締役会

・働く者は、雇われ命令される存在

・障害者は、サービスを受けるだけの存在

2. 労働者協同組合

・働く者が、雇用関係はあるものの主体となる。

・みんなが組合員として協同して働き運営する。

・障害者も組合員として参加(現実的には限定)

3. 社会的協同組合に向かって

が支配
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・ 労働者協同組合 ー 法人格の取得ができるが、

税制優遇も少なく、それ自体への経済的支援もない。

・ 原点としてのイタリア社会的協同組合

⇒１９７０年代から労働者協同組合の中に障害者をはじめとして社会的に排除

された人々の参加が増大。また、社会の中で格差や排除が深まる中、様々

なアソシエーションでの活動が広がる。

・ イタリア社会的協同組合法(１９９１年)

(1)３０％以上社会的に排除された人々を含めて働いて様々な事業を行うA型

(2)社会的に排除された人々への社会・教育等のサービスを行うB型

⇒労働者協同組合の増大発展によって

日本型社会的協同組合を展望する。


